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Ⅰ．平成２１年度官庁営繕関係予算配分方針 

平成２１年度官庁営繕関係予算の配分にあたっては、地球環境時代に対応した

暮らしづくり、安全・安心で豊かな社会づくり、地域の活力と成長力の強化など

当面する課題に対応する事業に重点を置くこととし、適正な質と長期的な耐用性

を確保した官庁施設の整備を効率的・効果的に推進する。 

（１）地球環境問題、災害に対する安全・安心の確保、及び少子高齢化対策等の

施策を推進するため、 

   ①地球環境時代に対応した暮らしづくり 

       ・官庁施設からのＣＯ２排出をより一層削減するため、シースルー型太陽

光発電、クールビズ空調、ＬＥＤ照明等の最新技術を導入した庁舎の整

備や改修を推進 

    ・既存建築物を有効活用し、新築と同等の機能を確保するリノベーション

事業を推進 

    ②安全・安心で豊かな社会づくり 

        ・安全・安心の確保に資する防災拠点となる官庁施設等の整備の推進 

       ・官庁施設のバリアフリー化の推進 

   ③地域の活力と成長力の強化 

        ・ＰＦＩ手法の活用による官庁施設整備の推進 

    ・シビックコア地区等、地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備 

    に重点をおいて配分を行うこととする。 

（２）事業評価及び既存ストックの有効活用などを推進することとし、真に必要 

な事業、投資効果の高い事業等に配慮して配分を行う。 



 

 

 

Ⅱ．平成２１年度予算配分総括表 

（単位：百万円） 

配  分  額 
区  分 

本省配分 一括配分 計 

 

官庁営繕事業 

 ・新営事業 

 ・施設特別整備 

特定施設整備事業 

12,673

7,175

5,498

22,176

8,013

0

8,013

0

 

20,686 

7,175 

13,511 

22,176 

合 計 34,849 8,013 42,862 

 

Ⅲ．地方整備局等別配分額  

（単位：百万円） 

官庁営繕事業 
特定施設
整備事業

合    計 
区 分 

本省配分 一括配分 計 本省配分 本省配分 一括配分 計 

本 省 

北海道 

東 北 

関 東 

北 陸 

中 部 

近 畿 

中 国 

四 国 

九 州 

沖 縄 

合 計 

9,086 

0 

0 

772 

1,600 

514 

0 

0 

701 

0 

0 

12,673 

0 

724 

861 

1,262 

466 

1,068 

2,248 

736 

233 

301 

114 

8,013 

9,086

724

861

2,034

2,066

1,582

2,248

736

934

301

114

20,686

82

1,775

3,405

4,995

877

686

1,636

3,154

788

4,778

0

22,176

9,168

1,775

3,405

5,767

2,477

1,200

1,636

3,154

1,489

4,778

0

34,849

0 

724 

861 

1,262 

466 

1,068 

2,248 

736 

233 

301 

114 

8,013 

9,168

2,499

4,266

7,029

2,943

2,268

3,884

3,890

1,722

5,079

114

42,862

 



Ⅳ．配分箇所の具体事例

　１．新営事業

　　①官庁営繕事業

地方整備局等名
配　分　額
（百万円）

関　　東 栃木地方合同庁舎※ 300 （ 施 工 地 ）栃木県栃木市

北　　陸 新潟第２地方合同庁舎（Ⅱ期） 1,600 （ 施 工 地 ）新潟市中央区

※

中　　部 多治見税務署 514 （ 施 工 地 ）岐阜県多治見市

四　　国 高松地方合同庁舎（Ⅱ期）※ 600 （ 施 工 地 ）香川県高松市

小豆島海上保安署 101 （ 施 工 地 ）香川県小豆郡

　　②特定施設整備事業

地方整備局等名
配　分　額
（百万円）

本　　省 中央合同庁舎第４号館 5 （ 施 工 地 ）千代田区霞が関

中央合同庁舎第８号館 0 （ 施 工 地 ）千代田区永田町

北 海 道 帯広第２地方合同庁舎※ 4

八雲地方合同庁舎※ 137

小樽地方合同庁舎※ 1,635

東　　北 福島第２地方合同庁舎※ 5 （ 施 工 地 ）福島県福島市

仙台第１地方合同庁舎(増築棟) 3,400

※

盛岡第２地方合同庁舎※ 0

関　　東 横浜地方合同庁舎※ 5 （ 施 工 地 ）横浜市中区

前橋地方合同庁舎※ 5 （ 施 工 地 ）群馬県前橋市

新宿若松地方合同庁舎※ 0 （ 施 工 地 ）新宿区若松町

（ 施 工 地 ）北海道小樽市

（摘要施策）PFI事業、防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）岩手県盛岡市

（摘要施策）PFI事業、防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

（ 施 工 地 ）北海道二海郡

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、シビックコア

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

箇　　　　所　　　　名

箇　　　　　所　　　　　名

事 　業　 概　 要

事　業　概　要

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、シビックコア

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、シビックコア

（摘要施策）グリーン庁舎

（ 施 工 地 ）北海道帯広市

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）仙台市青葉区

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化



地方整備局等名
配　分　額
（百万円）

箇　　　　所　　　　名 事 　業　 概　 要

関　　東 大久保地方合同庁舎※ 5 （ 施 工 地 ）新宿区大久保

豊島地方合同庁舎※ 5 （ 施 工 地 ）豊島区池袋

横須賀地方合同庁舎※ 3 （ 施 工 地 ）神奈川県横須賀市

世田谷地方合同庁舎※ 5 （ 施 工 地 ）世田谷区若林

王子地方合同庁舎※ 3 （ 施 工 地 ）北区王子

西ヶ原研修合同庁舎 839 （ 施 工 地 ）北区西ヶ原

東雲合同庁舎※ 0 （ 施 工 地 ）江東区東雲

大井合同庁舎 0 （ 施 工 地 ）大田区東海

立川地方合同庁舎※ 0 （ 施 工 地 ）東京都立川市

甲府地方合同庁舎※ 0 （ 施 工 地 ）山梨県甲府市

市ヶ谷警察総合庁舎 4 （ 施 工 地 ）新宿区市谷本村町

警視庁第７機動隊 3 （ 施 工 地 ）東京都府中市

松戸法務総合庁舎※ 2 （ 施 工 地 ）千葉県松戸市

品川税務署 2 （ 施 工 地 ）品川区南品川

杉並税務署 2 （ 施 工 地 ）杉並区和田

荻窪税務署 3 （ 施 工 地 ）杉並区天沼

税務大学校関東信越研修所 1

国立医薬品食品衛生研究所 0 （ 施 工 地 ）東京都府中市

（摘要施策）グリーン庁舎

横浜植物防疫所つくば圃場 259 （ 施 工 地 ）茨城県つくば市

（摘要施策）グリーン庁舎

気象庁清瀬庁舎 979 （ 施 工 地 ）東京都清瀬市

（摘要施策）PFI事業、防災拠点施設、グリーン庁舎

（摘要施策）PFI事業、グリーン庁舎

（摘要施策）PFI事業、防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）PFI事業、防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、シビックコア

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）埼玉県和光市

（摘要施策）グリーン庁舎

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化



地方整備局等名
配　分　額
（百万円）

箇　　　　所　　　　名 事 　業　 概　 要

関　　東 気象庁筑波風洞実験庁舎 669 （ 施 工 地 ）茨城県つくば市

2,091 （ 施 工 地 ）江東区青梅

小石川税務署 0 （ 施 工 地 ）文京区後楽

東京国税局 0 （ 施 工 地 ）中央区築地

（摘要施策）PFI事業、グリーン庁舎

気象庁虎ノ門庁舎 42 （ 施 工 地 ）港区虎ノ門

北　　陸 長岡地方合同庁舎※ 877

中　　部 名古屋港湾合同庁舎（別館） 686

近　　畿 大阪第６地方合同庁舎※ 75 （ 施 工 地 ）大阪市中央区

和歌山地方合同庁舎※ 178 （ 施 工 地 ）和歌山県和歌山市

堺地方合同庁舎※ 8 （ 施 工 地 ）堺市堺区

京都地方合同庁舎 4 （ 施 工 地 ）京都市中京区

武生地方合同庁舎※ 810 （ 施 工 地 ）福井県越前市

大津地方合同庁舎※ 552

税務大学校大阪研修所 8

中　　国 呉地方合同庁舎※ 3

広島地方合同庁舎５号館※ 3,150

広島地方検察庁府中区検察庁 1

四　　国 高知第２地方合同庁舎 788

九　　州 鹿児島第３地方合同庁舎※ 5

小倉地方合同庁舎※ 3

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）鹿児島県鹿児島市

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

（ 施 工 地 ）北九州市小倉北区

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

海上保安庁海洋情報部（倉庫等）

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、シビックコア

（ 施 工 地 ）名古屋市港区

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、シビックコア

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）新潟県長岡市

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（摘要施策）グリーン庁舎

（ 施 工 地 ）滋賀県大津市

（摘要施策）PFI事業、防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

（ 施 工 地 ）大阪府枚方市

（ 施 工 地 ）広島県呉市

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）高知県高知市

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）広島市中区

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）広島県府中市

（摘要施策）グリーン庁舎、高度なバリアフリー化



地方整備局等名
配　分　額
（百万円）

箇　　　　所　　　　名 事 　業　 概　 要

九　　州 熊本地方合同庁舎（Ⅰ期）※ 3,467

熊本地方合同庁舎（Ⅱ期）※ 0 （ 施 工 地 ）熊本県熊本市

長崎第２地方合同庁舎※ 540

唐津港湾合同庁舎※ 2

鹿児島港湾合同庁舎※ 760

（注）地方分権改革の検討の対象となった「８府省１５系統の出先機関」が入居予定の新営庁舎※については、今後策定される政府
　　　の方針に沿って、計画規模の縮小、入居官署の見直し等を検討し、必要に応じて実施計画を変更する。

（摘要施策）PFI事業、防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

（ 施 工 地 ）佐賀県唐津市

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）熊本県熊本市

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化、まちづくり

（ 施 工 地 ）鹿児島県鹿児島市

（摘要施策）防災拠点施設、グリーン庁舎、高度なバリアフリー化

（ 施 工 地 ）長崎県長崎市



　２．施設特別整備（既存官庁庁舎の改修等）

　　（１）地球環境時代に対応した暮らしづくり

　　　　①グリーン改修 配分額　　２，６６５百万円

地方整備局等名

本　　省 中央合同庁舎第５号館 （ 施 工 地 ）千代田区霞が関

中　　部 磐田地方合同庁舎 （ 施 工 地 ）静岡県磐田市

津第２地方合同庁舎 （ 施 工 地 ）三重県津市

　　　　②リノベーション事業 配分額　　６０９百万円

地方整備局等名

近　　畿 彦根地方気象台 （ 施 工 地 ）滋賀県彦根市

中　　国 福山税務署 （ 施 工 地 ）広島県福山市

　　（２）安全・安心で豊かな社会づくり

　　　　①防災拠点官庁施設等の耐震改修 配分額　　７，５８４百万円

地方整備局等名

本　　省 中央合同庁舎第１号館（別館） （ 施 工 地 ）千代田区霞が関

近　　畿 兵庫県警察学校 （ 施 工 地 ）兵庫県芦屋市

兵庫税務署 （ 施 工 地 ）兵庫県神戸市

　耐震改修により、大規模地震発生時に、官庁施設がその機能を十分発揮できるよう
総合的な耐震安全性を確保

　耐震改修により、大規模地震発生時に、官庁施設がその機能を十分発揮できるよう
総合的な耐震安全性を確保

　耐震改修により、大規模地震発生時に、官庁施設に求められる総合的な耐震安全性
を確保

事 　業　 概　 要箇　　　　所　　　　名

箇　　　　所　　　　名 事 　業　 概　 要

　既存建築物の構造躯体の健全化、利用実態の変化に対応した模様替え、狭隘解消の
ための増築等により、新築と同等の機能を確保

箇　　　　所　　　　名

　老朽化した温熱源設備をCO2排出量削減効果の高い高効率な設備に更新

　老朽化した空調設備等をCO2排出量削減効果の高い高効率な設備に更新

　既存建築物の構造躯体の健全化、利用実態の変化に対応した模様替え、狭隘解消の
ための増築等により、新築と同等の機能を確保

事 　業　 概　 要

　老朽化した空調設備等をCO2排出量削減効果の高い高効率な設備に更新



　　　　②官庁施設のバリアフリー化 配分額　　５０１百万円

地方整備局等名

東　　北 秋田地方検察庁大館支部・区検察庁 （ 施 工 地 ）秋田県大館市

関　　東 日立法務総合庁舎 （ 施 工 地 ）茨城県日立市

近　　畿 泉大津税務署 （ 施 工 地 ）大阪府泉大津市

　　（３）既存ストックの有効活用の推進（一般改修）

配分額　　２，１５２百万円

地方整備局等名

北 海 道 倶知安地方合同庁舎 （ 施 工 地 ）北海道倶知安市

中　　部 静岡地方合同庁舎・静岡法務総合庁舎 （ 施 工 地 ）静岡県静岡市

中　　国 岩国法務総合庁舎 （ 施 工 地 ）山口県岩国市

　経年劣化により漏水が生じている外壁等の改修

　経年劣化により漏水が生じている屋根等の改修

　経年劣化により漏水が生じている給排水設備の改修

　窓口官署が入居する既存低層庁舎に身障者用エレベーターを設置

　窓口官署が入居する既存低層庁舎に身障者用エレベーターを設置

　窓口官署が入居する既存低層庁舎に身障者用エレベーターを設置

箇　　　　所　　　　名 事 　業　 概　 要

箇　　　　所　　　　名 事 　業　 概　 要



Ⅴ．事業評価の実施

新規事業採択時評価の実施

事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、新規採択事

業について、事業計画の必要性、事業計画の合理性及び事業計画の効果に関する

指標に基づき、新規事業採択時評価を実施している。

[平成２１年度新規事業採択時評価結果]

箇 所 名 事業計画の 事業計画の 事業計画の

必要性 合理性 効果

栃木地方合同庁舎 112点 100点 133点

高松地方合同庁舎（Ⅱ期） 113点 100点 146点

小豆島海上保安署 113点 100点 133点

八雲地方合同庁舎 126点 100点 133点

帯広第２地方合同庁舎 122点 100点 133点

福島第２地方合同庁舎 120点 100点 121点

前橋地方合同庁舎 118点 100点 133点

横須賀地方合同庁舎 117点 100点 121点

堺地方合同庁舎 128点 100点 133点

和歌山地方合同庁舎 110点 100点 133点

呉地方合同庁舎 116点 100点 133点

唐津港湾合同庁舎 106点 100点 133点

鹿児島第３地方合同庁舎 107点 100点 133点

中央合同庁舎第４号館 120点 100点 146点

新宿若松地方合同庁舎 126点 100点 133点

大久保地方合同庁舎 132点 100点 133点

世田谷地方合同庁舎 107点 100点 121点

豊島地方合同庁舎 118点 100点 121点

王子地方合同庁舎 109点 100点 121点

横浜地方合同庁舎 114点 100点 133点

京都地方合同庁舎 120点 100点 133点

大阪第６地方合同庁舎 125点 100点 133点

小倉地方合同庁舎 114点 100点 121点

採択要件：事業計画の必要性100点以上、事業計画の合理性100点、事業計画※

の効果100点以上を全て満たすこと


